
第５回 船員養成の改革に関する検討会 

議事次第 

 

 令和 元 年１２月２０日（金） 

       １ ０ ： ３ ０ ～ １ ２ ： ０ ０ 

中 央 合 同 庁 舎 ２ 号 館 

１階 共用会議室（３A・３B） 

 

 

 

１．開 会 

 

 

２．議 事 

 

議題１．報告事項について 

 

議題２．今後の議論の進め方（「部会」の設置）について 
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海技教育機構の「実受験倍率」
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海技教育機構の「海上求人数」及び「就職率」
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海技学校・海技短大卒業者における進路状況の経年変化(平成２６年度～３０年度）
外航 内航 ｶｰﾌｪﾘｰ／旅客船 官公庁 水産系 進学（海事関連分野）

海技学校・海技短大卒業者における進路状況の割合（平成２６年度～３０年度計） （参考）船員教育機関別内航業界就職
者の割合（平成３０年度）

（卒業年度）

（人）

海技学校
651人

海技短大
1154人

473人（73%）

11人（2%）

18人（3%）

44人（7%）

11人（2%） 94人（14%）

832人（72%）

14人（1%）

182人（16%）

57人（5%）
18人（2%）

51人（4%）

合計
921人

商船系大学
13人（1.5%）

商船系高専
96人（11%）

・海上技術学校
・海上技術短期大学校
・海技大学校
（本科・専修科からの進学者）

323人（35%）民間新６級
99人（10%）

東京海洋大学
水産専攻科
16人（2%）

水産大学校
22人（2.5%）

水産高校
（含：専攻科）
334人（37 %）

※｢％｣は四捨五入で算出しているため100％にならない場合がある

東海大学
9人（1%）

卒業生の進路状況
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海技教育機構の「運営費予算」の推移

（億円）

H17.3 沖縄校廃校

H16.2 北斗丸廃船
H16.4 新銀河丸就航

独立行政法人整理合理化計画
（平成19年12月24日閣議決定）
・自己収入拡大

独立行政法人の事務・事業の見直しの
基本方針（平成22年12月７日閣議決定）
・自己収入拡大

H21.3 児島分校業務停止

独立行政法人改革等に関する
基本的な方針 （平成25年12月24日閣議決定）
・自己収入拡大 ・統合

H26.4 新大成丸就航

H26.4 大成丸リース
返済開始

総人件費改革（注）

人件費カット

H23.3 東日本大震災

自
己
収
入

（
国
費
）

運
営
費
交
付
金

（年度）

中期目標期間中期目標期間中期目標期間

33億円削減（32％）

注）「行政改革の重要方針」(H17.12.24 閣議決定)：H18年度以降の5年間で5%以上の人件費を削減することを基本とする取組
「基本方針2006」 (H18.7.7 閣議決定) :H18～H22年度の中期目標期間における取組内容を踏まえ、H23年度以降の中期目標期間中における人件費削減に取組む

※ 四捨五入のため、合計が一致しない箇所がある。
※ 平成１３年～１７年 (独)海員学校、(独)海技大学校及び(独)航海訓練所

平成１８年～２７年 (独)海技教育機構及び(独)航海訓練所
平成２８年～ (独)海技教育機構

中期目標期間

H18.4
海員学校・海大統合

H28.4
機構・航訓統合
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海上技術学校等 水産・海洋高校（専攻科含む） 商船系高専 民間新６級 水産系大学 海大新６級 商船系大学 東海大学

「内航船員新規就業者数」の現状

海事局調べによる。
内航には旅客船を含む。
海上技術学校等：海上技術学校、海上技術短期大学校、海技大学校（海上技術学校・短大からの進学コース）
海大新６級：海技大学校で実施していた６級コース（平成19年度～平成28年度）
民間新６級：民間養成施設で実施している６級コース（平成21年度創設）

○ これまでの取組により、海上技術学校や水産・海洋高校等の卒業生を中心に、新規学卒者の内航への就職は増加傾向。

（人）
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海技教育機構 小樽海上技術学校について 
 
 

海技教育機構の小樽海上技術学校（高校相当）については、機構と小樽市の間で存廃に

ついて調整が行われ、以下のとおり存続することとなった。 
 

① 小樽市側が提供する「道立小樽商業高校」校舎に２０２１年４月に移転し、存続

する。 
 

② 小樽校は、現在の高校相当の学校（航海・機関両用教育）から短大（航海科専門

校）に移行する。 
 

③ 現在の高校相当の学校（修業期間３年）から短大（修業期間２年）に移行するに

当たり、２０２０年度は募集を停止し、２０２１年度からの短大生の募集に備え

る。 
 

 
 

以上 
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今後の議論の進め方（「部会の設置」）について



        

 

「船員養成の改革に関する検討会」における部会の設置について 

 

1. 目的 

海技教育機構が行う船員養成（航海訓練を含む。）等について、外航及び内航の関係者から

ヒアリングを行い、課題等を整理した上で検討を進めるため、外航部会・内航部会を置く。 

 

 

2. 開催予定 

関係者からのヒアリング及びこれを踏まえた検討を行うため、各部会は２回以上の開催を

予定。 

 

 

3. 部会の委員 

[外航部会]  

・学識経験者 

・教育機関（大学、高専、海技教育機構） 

・関係団体（全日海、船主協会） 

・その他 

 

[内航部会] 

・学識経験者 

・教育機関（高専、海技教育機構） 

・関係団体（全日海、船主協会、内航総連、旅客船協会） 

・その他 

 

 

4. 部会でヒアリングを求める事項 

[外航部会]  

・JMETS 練習船における乗船実習や海技大学校の講義等の内容で、取り入れて欲しい事

項や改善してほしいと考える事項など  

 

[内航部会]  

・専科教育への移行等を踏まえ、海技短大等の授業内容や JMETS 練習船における乗船実

習の内容等で取り入れて欲しい事項や改善してほしいと考える事項など 

 

資料 2 


